























































































































































































































































































































4 月 5 月 6 区分 月 7 月 8 月 9 月
坑内夫 965 942 942 931 1，010 991 
実績 坑外夫 307 307 310 336 321 310 
明 言十 1，272 1，249 1，252 1，267 1，331 1，301 
(278) (275) (278) (306) (392) (367) 
治 坑内夫 1，097 1，097 1，097 1，097 1，097 1，097 
炭 所要数 坑外夫 329 329 329 329 329 329 
計 1，426 1.426 1，426 1，426 1，426 1，426 
鉱 坑内夫 ム132 ム155 ム155 ム166 ム87 ム106
増減 坑外夫 ム 22 ム 22 ム 19 7 ム 8 ム 19
ム154 ム177 ム174 ム159 ム95 ム125
坑内夫 2，007 1，923 1，860 1，885 2，067 2，009 
実綴
坑外夫 758 757 764 771 737 731 
赤 百十
3，765 2，680 2，624 2，656 2，804 2，740 
(251) (246) (361) (359) (530) (517) 
池 坑内夫 2.311 2，311 2，311 2，311 2，311 2.311 
炭 所要数 坑外夫 840 840 840 840 840 840 
5十 3，151 3，151 3，151 3，151 3，151 3，151 
鉱 坑内夫 ム304 ム388 ム451 ム426 ム244 ム302
増減 坑外夫 ム 82 ム 83 ム 76 ム 69 ム103 ム109
計 ム386 ム471 ム527 ム495 ム347 ム411
坑内夫 1，734 1，693 1，665 1，793 1，757 1，703 
笑綴
坑外夫 654 658 645 644 632 630 
登 百十 2，388 2，351 2，310 2，437 2，389 2，333 (197) (180) (298) (391) (368) (353) 
国 坑内夫 1，850 1，850 1，850 1，850 1，850 1，850 
主定 所要数 坑外夫 666 666 666 666 666 666 
5十 2，516 2，516 2，516 2.516 2，516 2.516 
鉱 坑内夫 ム116 ム157 ム185 ム57 ム 93 ム147
増減 坑外夫 ム 12 ム 8 ム 21 ム22 ム 34 ム 36
ム128 ム165 ム206 ム79 ム127 ム183
坑内夫 1.192 1，141 1，105 1，078 1，244 1，157 
実綴
坑外夫 363 356 347 344 347 381 
エド 計 1，555 1，497 
1，452 1，422 1，591 1.538 
(242) (225) (212) (197) (349) (298) 
山 坑内夫 1.510 1，510 1，510 1，510 1，510 1.510 
炭 所要数 坑外夫 402 402 402 
402 402 402 
言十 1，912 1，912 1，912 1，912 1，91 1，912 
鉱 坑内夫 ム318 ム367 ム405 ム432 ム266 ム353
増減 坑外夫 ム 39 ム 46 ム 55 ム 58 ム 55 ム 21
言十 ム357 ム415 ム460 ム490 ム321 ム374
/j:l) ()のうちは，紛鮮人労働者数
2 ) ムは不足数















































































































































































































































































































































5 )資料A-a -11-158-5， 6より。
6 )資料A-a -11-156-6より。
7 )資料A-a -11-158-6， 7より。ここでアウトサイダーとは，朝鮮人労働者ー移
入炭鉱のうち「石炭鉱業聯合会」に加入していない炭鉱である。


















































































































































































































































































3 )資料A-a -11-203-2， 3より。














































31)資料A-a -11-203-14， 15より。ここで見過せないのは， i一視同仁jという
言葉は名ばかりで，笑際にはそのうえで「民族差別jが横行されたことである。
32) i第三回労務担当者会議決定要目J(1940年10月28Bから29日まで)，資料A-a
11-203より。そのなかで「年金制度Jというのは，朝鮮人移入労働者には最初から
適用できなかったことはぎうまでもない。
33) i鉱山労務者確保強調期間施行ノ件J(1940年12月12日)，資料A-a -11-204よ
?
? ?
IV むすびにかえて
小稿は， 1940年の f石炭鉱業聯合会Jの「第ニ，三回労務担当者会議々
録jの分析を中心として，その当時の日本石炭産業における「労働問題jの
核心を抱捉し，それと「朝鮮人労働者の移入問題Jとを統一的に結ぎ付けて
検討してきた。つまり「労務担当者会議々事録」の分析を通じて， r石炭鉱業
聯合会」所属の各地方鉱業会の労務担当者の代表たちが，その当碍の労働鰐
をどう認識していたか，またそれについてどのような対策を講究していた
かという課題を検討し，それに基づいて「朝鮮人労働者の移入問題jを
のその他の労働問題と関連させて総合的に検討してきた。
1940年には「石炭鉱業聯合会j所属の地方鉱業会の
と下半期各各2自開かれた。以上の f労務担当者会議々
ヵ)，
を検討した結
果，まず1940年における日本石炭産業の労働問題の核心は，①臼本人労働者
の充足問題，②朝鮮人労働者の移入問題，③戦時体制に即応する労務管理体
制の講究の問題，④戦時経済の構築のための関係諸法令の整備問題などであ
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1940年，臼本石炭漆業における労働問題と「朝鮮人労働者移入J
ったことカfわかった。
特に上半期の f第二回労務担当者会議jでは，①求人割当員数，求入割当
地域および、労務捕導員の担当区域については，できるだけ申請会社の希望を
反映することを考慮，②職業紹介所関係寄付については，以後職業協会の本
部の方針の貫徹に徹底を図り，③朝鮮人の朝鮮内での募集手続の鶴易敏速化
を朝鮮当局に要望，④鉱業報調会，産業報国会，その他の類似由体の統合お
よび各種強化週日を謂整，⑤炭鉱労働者の確保策として，臣家的な表彰およ
び年金制度の実施， r従業者麗入制限令J，r学校卒業者使用制限令jの改正を
考慮，⑥賃金問題，物価問題に関して f石炭鉱業聯合会Jが中心的に調査，
研究する必要がある，⑦作業および生活必需物資の要求については，労務の
より優先的に考慮するという事項が決定された。
また下半期の「第三回労務担当者会議」では，①労務補導員及び求人割当
制度に関して，労務補導員の設置手続を鰐単にし，設霞来許可者に対しては
速く許可すること，補導員の任期を一年とし，担当区域は府県単位とするか，
又は府県一円において兼任を許すこと，府県に対する求人割当数を増加し，
都市に対する求人割当数は失業，転業対策を考慮して特に増加させること，
②職業絹介機捕に関して，中失の方針を地方に徹底化するよう改善案を
炭鉱業聯合会jが中心になって研究すること，③失業，転業者の炭麟への吸
引に関しては，当局と緊密に聯i葉して炭麟への吸引に関して適切の方策を講
究すること，④炭酸労務者募集に関する特定期間実施については，
集特定期間の機会に炭瞭労務者募集のためにも特定期間の実施を当局に
すること，⑤朝鮮に「石炭鉱業聯合会Jの駐在員を派遣する問題については，
あくまで「半島人募集許可ノ闘滑敏速jを図る目的で，以後厚生省，朝鮮総
督府と打合すること，⑥「労働者年金保険制度案要綱jに関しては，その要
織による給付と「退職手当法J，r扶助規則jによる給付との重複部分を整理，
勤続年数者を中心にすること，移動防止のため一定限度以下の勤続年数は被
保険年数に加算せず，また年金資格年限も坑内夫と坑外夫とを区別すること，
その他の産業との保検料率に差等しないこと，短期，特殊契約による
に対しては本制度を適用しないこと等の事項が決定された。
結局1940年の日本石炭産業における労働問題は，労務者の充足は予定出炭
123 
計画遂行上喫緊の急務という発言のように，労働力不足の状況で，特に朝鮮
人労働者の移入によって現状を打開しようとしていた。要するに f生産強化，
能率向上，機械化jが主張されながらも， I労務者の供出，転失業者の吸集，
移動訪止jの3大重点事業を中心に，特に植民地下の朝鮮人労働者の集団移
入によって，炭鉱労働力に対する罰難を打開しようとしていた。
(1991年11月15日成稿)
く付記〉小稿の作成に当たって，長野遅，前川雅夫問先生の御指導をはじめ，
資料の閲覧および利用を許された長野選，坪内安徳i両先生にも誠に感
謝申し上げたい。(金畏築)
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